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講師プロフィール

昭和52年、愛知県生まれ 介護福祉士、介護支援専門員
京都大学経済学部卒業後、平成12年、特別養護老人ホームに介護職として勤務
社会福祉法人、医療法人にて、生活相談員、グループホーム、居宅ケアマネジャー
有料老人ホーム、小規模多機能等の管理者、新規開設、法人本部の仕事に携わる
15年間の現場経験を経て、平成27年4月「介護現場をよくする研究・活動」を目的として独立

著書、雑誌連載多数。講演、コンサルティングは年間300回を超える
4児の父、趣味はクラシック音楽
ブログ、facebookはほぼ毎日更新中、日刊・週刊のメールマガジンを配信
Zoomセミナー、動画講座、YouTubeでも配信中、13年目になる「介護の読書会」主催
天晴れ介護サービス総合教育研究所 https://www.appare-kaigo.com/ 「天晴れ介護」で検索

■HMS介護事業コンサルタント ■ＣーＭＡＳ介護事業経営研究会スペシャリスト
■全国有料老人ホーム協会 研修委員 ■日本福祉大学 社会福祉総合研修センター兼任講師
■稲沢市介護保険事業計画策定委員会、地域包括支援センター運営協議会、
地域密着型サービス運営委員会委員

■出版実績：日総研出版、中央法規出版、ナツメ社、メディカ出版、その他多数
■平成20年第21回ＧＥヘルスケア・エッセイ大賞にてアーリー・ヘルス賞を受賞
■榊原宏昌メールアドレス sakakibara1024@gmail.com



介護現場をよくする研究・活動

➢facebook、ブログ等を毎日更新、情報発信
➢YouTubeでも週2回程度、介護現場をよくする内容を発信中！
➢メルマガ（日刊：介護の名言、週刊：介護現場をよくする研究＆活動通信）
➢以上の情報はHP（「天晴れ介護」で検索）よりどうぞ
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１．データその１（高齢化）
65歳以上高齢者、75歳以上後期高齢者

65歳以上の割合が7％超=高齢化社会、14％超=高齢社会、21％超=超高齢社会

高齢化率2019年28.4％（約3,600万人）、2025年30.5％、2050年39.6％

第1号被保険者数 2000（平成12）年約2200万人
合計特殊出生率（１人の女性が一生の間に産む子供の数）2008年1.37（2.08で維持)

高齢化社会から高齢社会へ移行するのに、日本は24年、スピードが速い

要介護等認定者数 約660万人（高齢者の約20％、75歳以上約3割、85歳以上約6割)

要介護高齢者の発生率は加齢とともに上昇

75歳以上の増加が著しい。今後も著しい（ただし、市町村によって大きな違い）

介護が必要になった主な原因の第1位は認知症

2012（平成24）年時点の認知症高齢者数は462万人、
2025年では約700万人（高齢者の20％）、2060年では約1000万人（高齢者の約3割)
2015（平成27）年は1人の後期高齢者を20〜64歳の4.4人で支えていた
→2045年には、1人に対して2.3人
高齢期に不安→内容は、自分や配偶者の健康・病気、介護で上位を占める



１．データその２（家族）
75歳以上世帯数は増加、そのなかでも単独または夫婦のみの増加が顕著

高齢者が子と同居している割合は約4割（1980年は約7割）、今後も低下

要支援・要介護者がいても約7割が単独か核家族世帯（家族の介護力の低下）

……それでも、わが国の高齢者介護は、家族に大きく依存している
→社会経済的にも問題→働き盛りの人が退職・転職・休職を余儀なくされている
→機会費用を失う、厚生年金の受給額が低下、労働市場に大きな制約

同居している主な介護者の約7割弱が女性

同居している介護者の7割以上が60歳以上→老老介護の現実

同居介護者の主な続柄は、①配偶者、②子、③子の配偶者の順

介護者の介護歴は平均6.7年、5〜9年が約4割で最も多い（認知症の人と家族の会)



１．データその３（介護ｻｰﾋﾞｽ）
施設サービス利用者より居宅サービス利用者の方が多い（介護保険は居宅重視）

要介護度が高いほど施設サービスを利用する割合が高い

訪問看護と短期入所生活介護も要介護度が高いほど多く利用する傾向

居宅サービス種類別受給者の推移では、訪問介護と通所介護、福祉用具貸与が
利用量・伸びとも目立っている

社会福祉法人や医療法人に加えて、株式会社などの営利法人も多く参入

2018（平成30）年度の給付費は約10兆円

65歳以上が払う保険料の全国平均は2000年2,911円→2018年5,869円

介護保険法

第1条 自立支援、尊厳の保持、国⺠の共同連帯
第2条 要介護状態等の軽減・悪化の防止、医療との連携、

多様な事業者による総合的・効率的な提供
第4条 国⺠の努力義務（予防、健康の増進、リハビリテーション等）
第5条 認知症の調査研究の推進、在宅重視



ケアマネジメントとは
「利用者のニーズ」と「社会資源」を結びつけるのが「ケアマネジメント」
つまり、ケアマネジャー（介護支援専門員）の仕事！

利用者のニーズ 社会資源

ケアマネジメント
（介護支援）

法令・制度

☑アセスメント力
☑ケアプラン立案
ニーズ、目標、
サービス内容

☑面接力
☑医療知識、認知症
介護の基本、生活全般

☑介護保険サービス
（居宅、施設等）

☑医療保険サービス
☑障害福祉サービス
☑市町村サービス
☑生活保護、成年後見制度等
☑インフォーマルサービス
☑利用者固有の社会資源

☑居宅介護支援の運営基準
☑居宅介護支援の介護報酬算定基準
☑居宅サービス等の加算・減算等

・高齢者介護だけのものではない
・ロスによる3つのモデル
最小限→コーディネーション
→包括（資源開発・サービスの
質の監視・市⺠教育・危機介
入等）

・家族との信頼関係

自立＝自立と自律の2つの側面
意欲・自己決定・代弁・
できること・悪化の防止

助けを借りる



２．保険用語と意味
意味 保険用語 車の保険では 介護保険では

万が一の事故に
備え

保険事故 車の事故 要支援・要介護状態になること

多くの人がお金
を出しあい

保険料 保険料 介護保険料
（第1号、第2号）㉑㉒参照

お金を出した人
の中で

被保険者
※「被」とは
「受ける人」

保険に加入し
ている人

介護保険では40歳以上の人が
強制的に被保険者となる
（詳細は⑩参照）

事故が発生した
人に

保険事故
（にあった人）

事故にあった
人

要支援者・要介護者

お金を給付する
制度

保険給付 修理や治療に
かかった費用

介護保険サービス
（居宅サービス、
施設サービス等）⑮参照

上記保険を実施
し、保険料を集
める人

保険者 ○○損害保険
等

市町村

社会保障について
社会保険 医療・年金・雇用・労災・介護
公的扶助 生活保護
社会福祉 児童・障害・高齢者・子供手当



３．介護保険制度の全体像

保険料
（見返りとして給付がある）被

保
険
者

（40
歳
以
上
、
利
用
者
）

保
険
者

（市
町
村
）保険事故

（要介護・要支援）
→保険者が認定

保険給付
介護保険サービス

居宅・施設等

国・都道府県・国保連・年金保険者・医療保険者
（介護保険制度を多方面から支える）

支援

※介護支援分野の勉強は以下のどれかに属する。
今、自分がどこを勉強しているのかを常に確認することが大切！



1997（平成9）年12月 介護保険法成立（以前は措置、画一的、応能負担）
2000（平成12）年4月 介護保険ｽﾀｰﾄ（契約、応益負担、利用者選択、ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、⺠間活力）
2003（平成15）年4月 介護報酬（▲2.3％）
2006（平成18）年4月 介護報酬（▲0.5％）,制度全般の見直し,持続可能性→予防（要支援1,2）

地域密着型事業、地域包括支援センター、情報の公表、
居住費・食費の見直し→特定入所者介護サービス費
事業所指定更新制（6年）、ケアマネ更新（5年）

2009（平成21）年4月 介護報酬（＋3.0％）→人材確保、処遇改善が目的、業務管理体制
2012（平成24）年4月 介護報酬（＋1.2％）、地域包括ケアシステムへ向けて

「介護・医療・予防・生活支援・住まい」「自助・互助・共助・公助」
「規範的統合（関係者間での目標・考え方の共有）」
基盤強化（定期巡回・複合型サービス）

2015（平成27）年4月 介護報酬（▲2.27％）、費用負担の公平化
地域医療介護総合確保基金を各都道府県に設置
新総合事業、包括的支援事業の充実、地域ケア会議
特養介護度原則3以上、2割負担導入
高額介護ｻｰﾋﾞｽ費見直、補足給付見直（資産勘案）

2018（平成30）年4月 介護報酬（＋0.54％）、保険者等の地域分析と対応（地域マネジメント）
居宅サービスの指定の保険者関与（意見言える、条件つける）
介護医療院、共生型サービス、有料老人ホームへの事業停止命令可、
第1号被保険者は所得に応じて3割負担、第2号の保険料は総報酬割へ

2021（令和3）年4月 介護報酬（＋0.7％）、感染症や災害への対応力強化
居宅介護支援逓減制、科学的介護（LIFE）、高額介護サービス費
特定入所者介護サービス費（補足給付）見直し（預貯金基準も見直し）

４．介護保険制度の改正と背景

◎3年
ごとの
介護報
酬の見
直し、
市町村
介護保
険事業
計画の
策定

◎5年
を経過
するご
とに制
度全般
の検討
と必要
な見直
し
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５．介護支援専門員
実務研修受講試験合格→実務研修修了→登録→証の交付、を経てはじめてケアマネとして働ける！
複合ニーズを持つ要介護
者が、総合的・一体的・
効率的なサービスを受け
られるように支援

×成年被後見人、被保佐
人

公正中立

高齢者自身による選択
（→情報、説明、同意）

×禁錮や保健福祉の罰金
刑の執行終わってない

名義貸し禁止

利用者と家族の立場に立
つ

×不正や登録消除処分か
ら5年以内

信用失墜行為の禁止

自立支援
（身体的のみではない）

（消除しなければならない）
上記欠格事由に該当
不正手段で登録
業務禁止処分に従わず業
務を行った

秘密保持義務
（必要な情報のみ聞く）

生活の継続性の支援
（在宅、ショート、施設、
入院）

生涯発達の視点

保健・医療・福祉、ｲﾝﾌｫｰ
ﾏﾙｻｰﾋﾞｽの連携

（消除することができる）
介護支援専門員の業務に
従わない
必要な報告を求められた
のに報告しない、または
虚偽の報告

チームアプローチ

家族へのケア
（支援の対象して、また
社会資源として）

社会資源の開発



６．居宅介護支援（申請からのプロセス）

• 申請（申請書＋保険証、デイやヘルパーなどは代行不可）

• 要介護・要支援認定（一次判定、二次判定の仕組みについて理解）

• ①初回面談（居宅を訪問、1時間程度が望ましい）

• ②課題分析（アセスメント）（23の課題分析標準項目）自宅・本人及び家族

• ③ケアプラン原案作成（ニーズ（課題）、⻑期・短期目標、サービス内容）

• ④サービス担当者会議（チームアプローチ、情報共有と専門的意見、同意と計画交付）

• （サービス実施：デイやヘルパーなど）

• ⑤モニタリング（毎月居宅を訪問、本人面談、記録。計画の実施状況や生活状況）

• ⑥更新・再アセスメント



要介護認定申請書



介護保険被保険者証（表）



介護保険被保険者証（裏）



介護保険負担割合証



認定調査票（概況調査）



認定調査票（基本調査①）



認定調査票（基本調査②）



主治医意見書①

 書式？



主治医意見書②

 書式？



障害高齢者の日常生活自立度



認知症高齢者の日常生活自立度



課題分析標準項目

 書式？



居宅サービス計画書



居宅サービス計画書



居宅サービス計画書



居宅サービス計画書



居宅サービス計画書



居宅サービス計画書



居宅サービス計画書



居宅サービス計画作成依頼届出書



７．介護予防支援（申請からのプロセス）

• 申請（申請書＋保険証、デイやヘルパーなどは代行不可）

• 要介護・要支援認定（一次判定、二次判定の仕組みについて理解）

• ①初回面談（居宅を訪問、1時間程度が望ましい）

• ②課題分析（基本ﾁｪｯｸﾘｽﾄ、4領域（運動移動・日常生活・社会参加・健康管理）

• ③ケアプラン原案作成（ニーズ（課題）、目標、サービス内容）

• ④サービス担当者会議（チームアプローチ、情報共有と専門的意見、同意と計画交付）

• （サービス実施：デイ等セルフケア含む、生活機能改善のための目標指向型）

• ⑤モニタリング（3か月に1回居宅を訪問、毎月記録。計画実施状況や生活状況）

• ⑥更新・再アセスメント



基本チェックリスト

 書式？



介護予防サービス・支援計画書

１．運動・移動
２．日常生活
３．社会参加
４．健康管理

１．運動不足
２．栄養改善
３．口腔内ケア
４．閉じこもり予防
５．物忘れ予防
６．うつ予防



８．ケアプランについて
基本計画 個別サービス計画

①居宅介護支援事業所 居宅サービス計画 訪問介護計画、
通所介護計画など

②介護予防支援事業所（包括） 介護予防ｻｰﾋﾞｽ計画 介護予防訪問看護計画
③小規模多機能型居宅介護
※内部ＣＭ

居宅サービス計画 小規模多機能型居宅介護
計画
訪問看護計画など

④介護のない入居
※外部ＣＭ

サービス付
高齢者向け
住宅

居宅サービス計画 訪問介護計画、
通所介護計画など

住宅型有料 居宅サービス計画 訪問介護計画、
通所介護計画など

⑤介護のある入居
※内部ＣＭ

介護付有料 特定施設サービス計画
グループ
ホーム

認知症対応型共同生活介護計画

⑥施設
※内部ＣＭ

特養･老健
療養型
介護医療院

施設サービス計画 介護計画、看護計画
栄養計画、リハビリ計画
など



９．ケアマネジメントの比較

介護予防支援 居宅介護支援 施設介護支援

標準件数 ー ３５人 １００人

アセスメント 4項目（運動・移動、
日常生活、社会参
加、健康管理）

23項目（課題分析
標準項目）

23項目（課題分析
標準項目）

サービス
担当者会議

原則会議
やむを得ない場合
に照会

原則会議
やむを得ない場合
に照会

会議、照会等

モニタリング 訪問 1回／3ヵ月
記録 1回／月

訪問・記録
1回／月

定期的
※頻度は入居者の
心身状況に応じて
適切に

減算 なし あり なし



『３０』の図表で
介護支援分野を攻略！③

何度も聞いて、理解×反復！

時間がない人も、ラクラク合格ライン(^^)

天晴れ介護サービス総合教育研究所 株式会社
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10．被保険者
第1号被保険者 第2号被保険者

対象者 65歳以上の人
（市町村の区域内に住所を有
する）

40歳以上65歳未満の医療保険加入者
（市町村の区域内に住所を有する）
※生活保護→国⺠健康保険入れない

→被保険者になれない
受給権者 要介護者 要支援者 左のうち、初老期における認知症、脳

血管障害等の老化に起因する疾病によ
るもの（特定疾病16種類：⑪参照）

保険料の
賦課方法

所得段階別定額保険料（低所
得者の負担軽減）㉑参照

健康保険

保険料の
徴収方法

年金額年額18万以上は年金天
引き（特別徴収）
それ以外は市町村が普通徴収
（納付書送付）→㉑参照

医療保険者が医療保険料として徴収し、
介護給付費・地域支援事業支援納付金
として一括して納付(総報酬割へ)
→㉕参照

日本人でも… 海外に住所があったら×（日本国籍があっても×）
外国人でも… 3か月以上滞在する人は○（住⺠基本台帳法の適用になる）
適用除外施設 障害、ハンセン病、労災、生活保護施設等
住所地特例 介護保険施設（介護医療院含）、特定施設（有料、養護、軽費）

サ高住、適用除外施設退所後
基本的に元の住所地の被保険者



11．16の特定疾病（分類はあくまで記憶法）

①脳関連
脳血管疾患・初老期認知症・パーキンソン病関連疾患
脊髄小脳変性症・早老症

②脊椎・神経関連
筋委縮性側索硬化症
多系統委縮症
脊柱管狭窄症
後縦靭帯骨化症

③内臓関連
慢性閉塞性肺疾患
がん末期
閉塞性動脈硬化症
糖尿病性神経障害

腎症・網膜症

④関節関連
関節リウマチ・骨折を伴う骨粗鬆症
変形性関節症（両側の膝関節・股関節）



12．被保険者の資格得喪・届出

市町村に住所を有する医療保険加入者が４０歳に達したとき（誕生日前日）
市町村に住所を有する者が６５歳に達したとき（誕生日前日）
４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者または６５歳以上の者が市町村に住所を有したとき
住⺠である４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者、６５歳以上の者が適用除外施設を退所
市町村に住所を有する４０歳以上６５歳未満の者が医療保険加入者となったとき

資格取得（原則その日！）

◎４０歳以上６５歳未満の被保護者が、保護停止により国⺠健康保険などの医療保険に加入
した場合は第２号被保険者となる。

◎生活保護受給者でも、６５歳に達した場合には第１号被保険者となる。
→生活保護＝医療保険未加入と考えてよい

住所を有しなくなったとき（その日の翌日）→その日まではある、ということ
住所を有しなくなった日に他の市町村に住所を有したとき（その日）→重複を避けるため
第２号被保険者が医療保険加入者でなくなったとき（その日）→生活保護に切り替わるため
適用除外施設に入所したとき（その日の翌日）→当日はヘルパー等で必要だから
死亡したとき（その日の翌日）→死亡日のサービスはＯＫ

資格喪失（原則翌日！）→いずれにしてもサービスを受ける権利を優先

第1号被保険者 変更の届出義務（資格取得は事実発生時）
在日外国人が65歳になったとき、氏名、市町村内住所、世帯の変更、転出・死亡
→住⺠基本台帳上の届け出でOKとみなす。第2号は届出義務なし→認定あれば必要



13．要介護認定
被保険者

保険者（市町村）

二次判定（介護認定審査会→「審査」「判定」）
・第2号被保険者については特定疾病の有無
・一次判定の修正、確認、特記事項（手間について）
・32分-50分状態の維持改善の可能性（状態不安定、認知症により予防の理解

が困難の場合は、要介護１となる）
・区分決定、意見の検討
※サービスの適切かつ有効な利用に関する意見→被保険者、事業所留意
※要介護状態の軽減または悪化の防止のために必要な事項→サービス指定
※要支援者については、必要な家事援助について

認定（保険者＝市町村）

一次判定（コンピュータ）

認定調査（訪問）

特記事項 基本調査（74項目）

主治医意見書

申請（申請書と被保険者証を提出）

概況調査



14．認定の申請と期間

9月30日有効期限9月1日援助する際の申請期限8月1日申請受付開始

要介護２ 要介護３

認定は、申請から30日に行うのがルール
新規申請：認定の効力は「申請日」に遡る

※申請をすれば介護給付が受けられる！
変更申請：認定の効力は「申請日」に遡る
更新申請：下記の場合、8月1日に申請を出して、9月1日に認定が出ても、新し

い認定の効力は10月1日からとなる（申請日に遡らない！）

申請区分等 原則 設定可能
新規申請 6か月 3〜12か月

区分変更申請 6か月 3〜12か月
更新申請 支援→支援 12か月 3〜48か月

支援→介護 12か月 3〜36か月
介護→支援 12か月 3〜36か月
介護→介護 12か月 3〜48か月

更新申請の場合
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指定 区分 介護給付（要介護） 予防給付（要支援）
都道府
県が指
定・監
督を行
うサー
ビス

居宅
サービ
ス

１ 訪問介護（ヘルパー） →総合事業へ（第1号訪問事業）
２ 訪問入浴 ２ 介護予防訪問入浴
３ 訪問看護 ３ 介護予防訪問看護
４ 訪問リハビリテーション ４ 介護予防訪問リハビリテーション
５ 通所介護（デイサービス） →総合事業へ（第1号通所事業）
６ 通所リハビリテーション（デイケア） ６ 介護予防通所リハビリテーション
７ 短期入所生活介護（ショートステイ） ７ 介護予防短期入所生活介護
８ 短期入所療養介護（ショートステイ） ８ 介護予防短期入所療養介護
９ 福祉用具貸与（レンタル） ９ 介護予防福祉用具貸与
10 特定福祉用具販売（居宅介護サービス費には含まれない） 10 介護予防特定福祉用具販売（介護予防サービス費には含まれない）

11 居宅療養管理指導 11 介護予防居宅療養管理指導
12 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム） 12 介護予防特定施設入居者生活介護
１ 住宅改修（指定制度なし） １ 介護予防住宅改修（指定制度なし）

市町村
が指
定・監
督を行
うサー
ビス

１ 居宅介護支援（ケアマネ） １ 介護予防支援
地域密
着型
サービ
ス

１ 認知症対応型通所介護 １ 介護予防認知症対応型通所介護
２ 小規模多機能型居宅介護 ２ 介護予防小規模多機能型居宅介護
３ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） ３ 介護予防認知症対応型共同生活介護（支2のみ）
４ 夜間対応型訪問介護
５ 地域密着型特定施設入居者生活介護（地域有料）

６ 地域密着型介護老人福祉施設（地域特養）

７ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
８ 看護小規模多機能型居宅介護
９ 地域密着型通所介護 →総合事業へ（第1号訪問事業）

都道府
県

施設
サービ
ス

１ 介護老人福祉施設（特養）

２ 介護老人保健施設（老健）

３ 介護療養型医療施設（療養型）2024.3廃止

４ 介護医療院

15

保
険
給
付

一
覧

そ
の
１



サービスの種類 支給限度基準額 予防の有無 医・福 基準該当 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 その他

在
宅

訪問 訪問介護 ○ （総合へ） 福祉 ○
訪問入浴 ○ ○ 福祉 ○
訪問看護 ○ ○ 医療 ×
訪問リハビリテーション ○ ○ 医療 ×
居宅療養管理指導 限度外 ○ 医療 ×
夜間対応型訪問介護 ○ × 福祉 ×
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ○月定額 × 医療 ×

通所 通所介護 ○ （総合へ） 福祉 ○
地域密着型通所介護 〇 （総合へ） 福祉 ×
通所リハビリテーション ○ ○月定額 医療 ×
認知症対応型通所介護 ○ ○ 福祉 ×

短期
入所

短期入所生活介護 ○ ○ 福祉 ○ 〇 オムツ有
短期入所療養介護 ○ ○ 医療 × 〇 オムツ有

多機
能

小規模多機能型居宅介護 ○月定額 ○月定額 福祉 ×
看護小規模多機能型居宅介護 ○月定額 × 医療 ×

用具 福祉用具貸与 ○ ○制限有 福祉 ○
特定福祉用具販売 年10万 ○ 福祉 ×
住宅改修 1住宅20万 ○ 福祉 ×

入
所

特定施設入居者生活介護 × ○ 福祉 ×
認知症対応型共同生活介護 × ○支2以上 福祉 ×
地域密着型特定施設 × × 福祉 ×
地域密着型介護老人福祉施設 × × 福祉 × 〇 オムツ有
介護老人福祉施設 × × 福祉 × 〇 オムツ有
介護老人保健施設 × × 医療 × 〇 オムツ有
介護療養型医療施設 × × 医療 × 〇 オムツ有
介護医療院 × × 医療 × 〇 オムツ有

15
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16．特例サービス

①申請前に緊急で利用したサービス（×居宅介護支援）
→土日、GW、年末年始などの市役所が休みの時に急に要介護状態と

なり介護の必要性が出てサービスを利用した場合など。
②基準該当サービス
③離島等相当サービス
④緊急やむを得ず、被保険者証を提示せず利用

指定事業所 基準該当サービス 離島等相当サービス

①人員基準
②設備基準
③運営基準

基準を一部満たさず
人員基準は満たす必要

法人格不要、
在宅系福祉系に限定、

※市町村が必要と認める

基準を満たさず
法人格も不要
地域密着もOK

※市町村が必要と認める

原則は償還払いだが、市町村が手続き
をとることにより、現物給付化が可能



17．他法との給付調整
１．老人福祉法 虐待などにより、契約に基づく介護保険サービスの利用が

難しい場合、措置によるサービス利用あり
２．労災補償 労災が優先して適用
３．戦傷病者援護法 戦傷病者援護が優先して適用
４．医療保険 原則介護保険が優先

しかし、急性期、⻭の治療、末期がんの訪問看護などは例
外であり、医療保険の給付対象となる

５．生活保護法 ①介護保険の被保険者（主に65歳以上）
→介護保険が優先（生活保護の他法優先の原則）

利用者負担（1割）は介護扶助により給付
介護保険の保険料は生活扶助より給付

②介護保険の被保険者ではない
（40歳から64歳はほぼこれ＝医療保険未加入のため）

→介護保険の第2号被保険者ではないため、
介護が必要になった時には、介護扶助から10割全額給付

６．障害者総合支援法 介護保険が優先
しかし、障害者固有のサービスには給付が行われる
また、障害者施設などは介護保険の適用除外

７．公費負担医療 介護保険が優先
公費負担医療からの給付は、介護保険の利用者負担部分
（1割）について行われる

介護保険より
優先されるのは
この２つのみ！



18．地域支援事業と介護保険
要介護…… …… …… …居宅介護支援事業所……居宅サービス計画書
要支援＋事業対象者……介護予防支援事業所……介護予防サービス・支援計画書

（地域包括支援センターだが委託可）

新
総
合
事
業

介護予防・生活支援
サービス事業

一般介護予防事業

要支援、事業対象者を対象（要介護もOKに）
第1号訪問、第1号通所、生活支援、
介護予防ケアマネジメント

第1号被保険者全て、その支援にかかわる者を対象
把握、普及、予防事業評価等

包括的支援事業 ①介護予防ケアマネジメント（保健師）
②総合相談支援業務（社会福祉士）
③権利擁護業務（社会福祉士）
④包括的・継続的ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援業務（主任CM）
⑤在宅医療・介護連携の推進
⑥生活支援サービスの体制整備
⑦認知症施策の推進
地域ケア会議の充実（個別課題、ネットワーク構築、
地域課題、地域づくり、資源開発、政策形成）

任意事業 ①介護給付等費用適正化事業
②家族介護支援事業
③その他の事業

高齢者を
①要介護
②要支援
③事業対象者
④元気
に4分類！

・利用料は市町村が設定
・報酬の請求は国保連
・財源にも注意！
（スライド㉓参照）

必
須
事
業
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19．現物給付と償還払い

利
用
者

サービス

事
業
所

（デ
イ
な
ど
）

市
町
村

（国
保
連
）

請求

1割負担 9割支払

法定代理受領方式
による現物給付

※事業所が利用者
の代わりに9割分の
給付を受けている
ように見えること
から「代理受領」
と呼ばれる

利
用
者

サービス
領収証

事
業
所

（デ
イ
な
ど
）

市
町
村

請求

10割支払

9割支払

償還払い

※一旦利用者が全
額を払った後に、
保険者から9割分の
給付が戻ってくる
形



20．介護報酬の支払い

利
用
者

③サービス
デ
イ

市
町
村

⑦審査後
請求

1割負担

支払

ヘ
ル
パ
ー

③サービス

1割負担

ケ
ア
マ
ネ

国
保
連

委託⑤請求

⑧審査後支払（9割）

⑤請求

⑧審査後支払（9割）

①利用票 ②提供票
④実績

⑤給付管理票

⑧審査後支払（10割）

⑥突合



21．第１号保険料

市
町
村
ご
と
の

総
額
の
23

％

第
1

号
被
保
険
者
の
人
数

基
準
額

÷ ＝

所得 保険料
１ 生活保護・老齢福祉年金

世帯非課税・年金80万以下
0.45 (0.3)

２ 世帯非課税・年金80万〜120万 0.75
(0.5)

３ 世帯非課税・年金120万〜 0.75
(0.7)

４ 本人非課税・年金80万以下 0.9
５ 本人非課税・年金80万〜 1.0
６ 本人課税・所得120万未満 1.2
７ 本人課税・所得120万〜190万 1.3
８ 本人課税・所得190万〜290万 1.5
９ 本人課税・所得290万超 1.7

滞納 ①償還払い
②一時差止
③差止分から控除

認定を受ける前に
2年以上滞納（時効）
（期間によって、減額
期間も⻑くなる！）

①3割（4割）負担
②高額介護サービス費
や補足給付なし

市
町
村

まずは市町村
ごとに介護保
険事業に必要
なお金の総額
を計算

保険料を滞納した場合

所得段階別定額保険料

高額介護サービス費（償還払い）
所得区分 負担上限額（月）

現役並み所得相当
①140,100円(世帯）
②93,000円（世帯）
③44,400円（世帯）

一般 44,400円（世帯）
市町村⺠税世帯非課税等 24,600円（世帯）
非課税,年金80万円以下等 15,000円（個人）
※特定入所者介護サービス費は、3施設とショートス
テイの食費・居住費について給付あり（現物給付）



主な低所得者対策
高額介護
サービス費

高額介護医療
合算サービス費

特定入所者介護
サービス費

社会福祉法人
による減免

対象と
なる
費用

1割負担分／月
→所得区分ごと
に上限額が異な
る
※基本的に世帯
単位

1割等負担分／年
※高額介護、高
額医療の支給を
受けた後の額に
ついて行う
※医療保険、介
護保険それぞれ

3施設・短期入
所の食費・居住
費／月
基準費用額から
負担限度額を引
いた額

概ね福祉系
サービス
1割負担分と
食費・居住費
の4分の1
※生活保護は
全額軽減

方法 償還払い 償還払い 現物給付 現物給付
低所得者だけが
対象ではない

低所得者だけが
対象ではない

低所得者対策 低所得者対策

※2015より資産
勘案
※負担限度額認
定証（毎年6月
より申請）を市
より交付

市町村より、
社会福祉法人
等利用者負担
軽減確認証の
交付を受ける。
市町村助成有

☑市町村は、1割定率負担の減免について、災害等により、一時的に支払が困難と認めら
れる場合、減額また免除することができる。
☑市町村は、一時的に負担能力が低下した場合など、保険料の減免や徴収猶予を行うこと
ができる。ただし、全額免除、収入のみに着目した一律の減免、一般財源繰入による保険
料減免分の補填は不適当



22．第２号保険料

第2号
被保険者

社
会
保
険
診
療
報
酬
支
払
基
金

市町村

第2号
被保険者

第2号
被保険者

各医療
保険者

各医療
保険者

各医療
保険者

市町村

市町村

③介護
給付費
地域支援
事業支援
納付金

④介護
給付費
地域支援
事業支援
交付金

一旦、社会保険診療報酬支払
基金に保険料をプールする

その市町村の介護給付費や
介護予防事業の費用の定率
負担分（27％）を交付

市町村ごとに介護保険事
業に必要なお金の総額は
計算されている。その
27％が第2号被保険者の
負担分

①被保険者の報酬により
保険料を計算

②医療保険料と一体で徴収



23．保険財政

調整交付金
5％相当分は市町村間の第1号保険料の格差
を是正するための調整交付金に充てる
普通調整交付金：後期高齢者の加入割合

に応じて、
低所得者の割合に応じて

特別調整交付金：災害など

第1号保険料
平均22％

第2号保険料28％
（介護給付費交付金）

居宅
給付費

第1号保険料
平均22％

第2号保険料28％
（介護給付費交付金）

施設等
給付費

第1号保険料
平均22％

第2号保険料28％
（地域支援事業支援交付
金）

新総合事
業

第1号保険料
22％

包括的支
援事業、
任意事業

国39％
第2号の28％分を

国1/2、県・市1/4ずつに按分

都道府県
19.5％

市町村
19.5％

給付
費の
増大
※見
込み
違い
（赤
字）

国25％
(調整交付金含）

都道府
県

12.5％

市町村
12.5％

国20％
（調整交付金含）

都道府県
17.5％

市町村
12.5％

国25％
(調整交付金含）

都道府
県

12.5％

市町村
12.5％

財政安定化基金
都道府県に設置

財源は、
国3分の１
県3分の1
市3分の1

貸与 ½交付

第1号被保険者と第2号
被保険者の1人当たりの
平均的な保険料が、ほぼ
同じ水準になるように、
総人数比で按分して負担
する

23％

23％

23％

23％

27％

27％

27％

38.5％

19.25％ 19.25％
第2号の27％分を

国1/2、県・市1/4ずつに按分



『３０』の図表で
介護支援分野を攻略！⑥

何度も聞いて、理解×反復！

時間がない人も、ラクラク合格ライン(^^)

天晴れ介護サービス総合教育研究所 株式会社

代表取締役 榊原 宏昌

Copyright (c)  hiromasa sakakibara. All rights reserved.

ケアマネジャー受験対策講座2021－2023



目次
◎本教材の使い方
1． データ（高齢化・家族・介護ｻｰﾋﾞｽ）
2． 保険用語と意味
3． 介護保険制度の全体像
4． 介護保険制度の改正と背景
5． 介護支援専門員
6． 居宅介護支援
7． 介護予防支援
8． ケアプラン
9． ケアマネジメントの比較
10．被保険者
11．16の特定疾病
12．被保険者の資格得喪・届出
13．要介護認定
14．認定の申請と期間

15．保険給付一覧①・②
16．特例サービス
17．他法との給付調整
18．地域支援事業と介護保険
19．現物給付と償還払い
20．介護報酬の支払いの流れ
21．第1号保険料
22．第2号保険料
23．保険財政
24．居宅サービス共通基準
25．介護保険施設共通基準
26．居宅介護支援の基準
27．居宅介護支援の介護報酬
28．保険者①・②
29．介護保険事業計画
30．各委員会・審査会
◎参考文献 ◎講師プロフィール



24．居宅サービスの共通基準

◎都道府県知事・市町村⻑は、報告聴取・立入検査の権限あり
◎違反があった場合には、期限を定めて遵守するよう勧告、従わない時には公表できる。
期限内に勧告に従わない時は命令、その時は公示しなければならない。

1．サービス内容・手続きの説明同意 9．サービス提供証明書交付（償還払時）
2．提供拒否の禁止・提供困難時には

他を紹介
10．秘密保持（同意、退職後も）

3．被保険者証の確認 11．ケアマネへの利益供与の禁止
4．認定申請の援助
（※代行できる機関は限られる）

12．苦情処理（窓口、調査協力、改善）

5．運営規程等の掲示 13．記録（完結より2年間）
6．居宅サービス計画に沿ったサービス
（変更の希望など、ケアマネと連携）

14．サービスの質の評価

7．個別サービス計画の作成 15．届出（変更、廃止等）
8．利用料の受領 16．利用者に関する市町村への通知

（不正受給等）

居宅サービスごとに、基本方針・人員基準・設備基準・運営基準が定められている
自立支援・利用者の立場に立つ・市町村や他の事業所との連携



25．施設サービスの共通基準

◎人員は入所者100人に対し介護・看護が34人（3対1）だが、施設種類により内訳が異なる。
特養は介護31人看護3人、老健は介護24人看護10人、療養型は介護17人看護17人

◎居室等は4人以下と定められており、特養、老健、療養型の順に狭くなる。
原則個室のユニット型の整備が進められている。

1．提供拒否の禁止 8．定員の遵守（オーバーは減算）
2．必要性が高い者を優先的に入所 9．衛生管理

（感染対策委員会3か月に1度）
3．認定申請の援助
（有効期間30日前までに）

10．秘密保持
（文書による同意、退職後も）

4．施設サービス計画の作成
文書による同意、交付

11．運営規程の掲示

5．居宅の可否を定期的に検討 12．利益供与の禁止
6．入退所の記録（介護保険証） 13．苦情処理（窓口、調査協力、改善）
7．利用料などの受領

食費・居住費は実費
オムツ代は保険給付に含まれる

14．記録（完結より2年間）
→計画担当ケアマネは、入所時の把握、
居宅の可否の検討、身体拘束、苦情
事故の記録、退所の際には居宅のケ
アマネと連携とる

施設サービスにも、居宅サービス同様、基本方針・人員基準・設備基準・運営基準がある。
介護保険施設とは、特養・老健・療養型・介護医療院の４つをさす。
可能な限り在宅生活への復帰、自立支援、利用者の立場に立つ、市町村や他の事業所との連携



26．居宅介護支援の基準

◎介護支援専門員は、常勤の者が1人以上必ず。利用者35人を超えるごとに1人増員。
介護保険施設のケアマネを除き、兼務可能。増員分は非常勤でも可。

◎管理者は、主任介護支援専門員（経過措置あり）で常勤。管理に支障がなければ兼務可能。
（管理者兼ケアマネも可能→1人ケアマネOK）

1．サービス内容・手続きの説明同意 6．利用者、担当者に計画書の交付
2．提供拒否の禁止

→正当な理由：①人員で応じられない
②地域外、③他の居宅にも申込

7．利益収受禁止
※介護保険施設への入院又は入所を希望する場合
には、介護保険施設への紹介その他の便宜提供

3．認定申請の援助
（有効期間30日前までに）

8．苦情処理
→自ら提供したサービス（居宅介護支援）のほか、
居宅サービス計画に位置付けたサービスについて
の苦情も受け付ける

4．身分を証する書類の携行 9．記録の整備・保存（完結より2年間）
5．法定代理受領サービスの報告
→市町村（国保連）に給付管理票を出す

10．個別サービス計画の取り寄せ
11．地域ケア会議への協力

基本方針・人員基準・運営基準が定められている（設備基準はない）
自立支援、利用者の選択、総合的・効率的、公正中立、市町村や他の事業所との連携

・障害の相談支援事業者との連携 ・利用者、家族が複数のサービスの紹介、サービ
スの選定理由を求めることが可能、前6月の集中
度合いの説明

・利用者、家族に、入院時にケアマネの氏名
等を医療機関に伝えるよう依頼

・末期の悪性腫瘍の場合のサービス担当者会議の
緩和

・医療情報について主治医へ報告 ・生活援助中心型の回数が多い場合の届出



27．居宅介護支援の報酬

１．初回加算 新規利用、要支援→要介護、2区分以上変更
２．特定事業所加算 主任CM、常勤数、中重度、研修、ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽ等の活用、

実務研修の実習受入等、連携型の（A)も
３．入院時情報連携加算 入院時に情報を提供
４．退院・退所加算 病院、施設職員と面接し、情報を得る（福祉用具専門相談員

等のカンファレンス参加促進）
５．通院時等情報連携加算 医療機関で診察を受ける時に同席、医師等と情報連携
６．緊急時カンファレンス加算 病院の求めにより居宅を訪問しカンファレンス
７．特別地域加算等 中山間地域における事業所
８．運営基準減算 課題分析、サービス担当者会議、計画書の説明・同意・交付、

モニタリングなどの運営基準を遵守していないとき。
2か月以上の場合は報酬算定されず

９．特定事業所集中減算 過去6か月の計画書で、訪問介護・通所介護・福祉用具貸
与・地域密着型通所介護において同一事業者が80％以上

10．ターミナルケアマネジメント
加算

在宅で死亡した末期の悪性腫瘍の利用者に対して、24時間体
制、ケアマネジメントを行う

11．特定事業所医療介護連携加算 特定事業所加算Ⅰ〜Ⅲ＋退院・退所加算連携回数＋ターミナ
ルケアマネジメント加算算定回数

ケアマネ1人あたりの件数：40（45）件未満／40（45）件以上60件未満／60件以上の3つの分類
→逓減制の緩和：ICTの活用or事務職員の配置
要介護度では、要介護１・２／要介護３〜５の２段階、要支援１・２は同じ報酬
要支援は0.5人とカウント、給付率は10割で利用者負担はない
看取り期におけるサービス利用前の相談・調整でも報酬請求可に



『３０』の図表で
介護支援分野を攻略！⑦

何度も聞いて、理解×反復！
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28．保険者（市町村）

被保険者資格管理 台帳、保険証の発行・更新、住所地特例

要介護認定 介護認定審査会設置、認定事務
保険給付 報酬の審査・支払、第三者行為求償事務、ケアプラン届出

限度額上乗せ、種類支給限度額、市町村特別給付（横出し）
償還払い、都道府県が施設指定を行う時の意見提出
地域密着型の指定・指導監督、事業者への立入、基準設定

地域支援事業 事業の実施、地域包括支援センターの設置、保健福祉事業
保険料 第1号保険料の設定、普通徴収、滞納者への措置
財政 特別会計、定率12.5％の負担、第2号保険料の支払基金関連

財政安定化基金への拠出、交付・貸付の申請
計画 3年を1期とする介護保険事業計画の策定

必ず定める 審査会委員の定数、第1号保険料算定、普通徴収納期
やるなら定める 限度額上乗,種類支給限度額,市町村特別給付,保険料猶予・過料

市町村の事務

条例で定めること

◎広域連合 地方自治法による 保険者になる
◎一部事務組合 地方自治法による 保険者になる 事務の一部を共同処理
◎事務受託法人 都道府県が指定 認定調査、事業者に対して文書提出などの事務



28．国・都道府県

要介護認定支援 認定審査会の共同設置の支援、受託（認定審査会の設置→
審査・判定まで）、市町村事務受託法人の指定

保険給付 事業者指定・指導監督・基準の設定・市町村の施設への助言
財政支援 財政安定化基金の設置 市町村相互財政安定化事業の支援
情報の公表 事業者に報告徴収・調査・公表
ケアマネジャー 合格→修了→登録→証の交付 更新
計画 介護保険事業支援計画策定、市町村計画への助言
その他 介護保険審査会設置、市町村への報告請求

医療保険・支払基金・国保連への指導監督

都道府県の事務

国の事務

基準設定 介護認定、報酬算定、限度額、人員設備運営基準、第2号負担率
財政負担 定率国庫負担、調整交付金、財政安定化基金への負担
指導・監督・助言 基本指針策定、市町村・都道府県への報告請求

医療保険・支払基金・国保連への指導監督

国・都道府県・市町村共通
→地域包括ケアに取り組む、認知症の調査研究の推進



29．介護保険事業計画

基本指針
（期間なし）

国

助言

介護保険事業支援
計画（3年1期）

※施設・情報公表・
ケアマネ・施設連携

について

都
道
府
県

市
町
村

被
保
険
者

助言

提出 提出

あらかじめ
意見聞く
≠許可

意見聞く

介護保険
事業計画

（3年1期）

老人福祉計画と一体
地域福祉計画と調和

医療計画と整合性



30．各種委員会・審査会
業務 設置

場所
委員 任命 任期

介護保険
審査会

市町村の行政処
分に対する不服
申立の審理・裁
決
保険給付(主に認定)
と保険料について
※審査請求前置主義

都道府
県に
1ヶ所

①被保険者代表3名
②市町村代表3名
③公益代表3名以上
介護認定に関しては専門
調査員を置くことができ、
審査は公益代表が行う

都道
府県
知事

3年

介護給付
費審査委
員会

市町村から委託
を受け、介護給
付費の審査

都道府
県（国保
連内）
1ヶ所

①介護サービス代表
②市町村代表
③公益代表

国保
連

2年

介護認定
審査会

介護認定の
審査・判定

保険者
ごと

保健・医療・福祉の
学識経験者
5人程度の合議体

市町
村⻑

2年
条例に
て2年
超3年
以下

※国保連では、介護給付費の審査・支払い（市町村より委託）、第三者行為求
償事務（市町村より委託）、苦情処理、介護保険施設等の運営を行う。



講演・コンサル実績と主なテーマ



著書と雑誌連載



天晴れ介護のオンライン企画
１．事業経営実践塾（経営者・経営幹部向け）
２．管理職養成講座シリーズ
３．ケアマネジャーのための業務の質の向上と省力化を同時に実現シリーズ
４．全職員向け法定研修シリーズ
５．新人職員向けセミナー
６．ワンテーマセミナー（報酬改定、コロナ対応等）
７．ケアマネジャー受験対策セミナー
８．最新情報をお伝えするマンスリー・ジャーナル
９．業務マニュアルセミナー
10．サービス種別ごとの適正運営セミナー
11．運営基準等の実地指導対策マニュアルセミナー
12．サービス種別ごとの収支マニュアル(想定勤務表、想定業務表付）

➢１回１〜２時間程度
➢顔出し・名前出しなしでご受講頂けます
➢セミナー後「動画」「資料」をお送りします。
当日都合が悪い方もご受講頂けます

➢法人内研修にもご活用頂けます
※以上が見放題のパッケージプランもあります！



ご清聴ありがとうございました！

代表 榊原宏昌


